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研究成果の概要（和文）：加古川流域，淡路島，吉野川流域において，土地利用・水害・各主要施設等に関する
地理空間情報及び統計データを，GISを用いて水害リスク及び土地の利便性に関して総合的に評価することによ
り，グリーンインフラの設置適地の抽出を試みた．そして，流域・地域間の比較・評価により，水循環基本法に
即した新たな土地利用計画手法を考案した．

研究成果の概要（英文）：In the regions of the Kakogawa River basin, Awaji Island, and the Yoshino 
River basin, we attempted to extract suitable sites for green infrastructure installation by 
comprehensively evaluating geographic spatial information and statistical data related to land use, 
flood disaster, public facilities, population by age group, number of employees and so on by use of 
GIS. Furthermore, through comparison and evaluation among river basins and regions, a new land use 
planning method in accordance with the Basic Law on Water Cycle was considered.

研究分野： 土木環境システム

キーワード： 水循環基本法　土地利用計画手法　グリーンインフラ　水害　流域治水

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果は土地利用計画に関する既成概念を破り，水循環基本法に即した全く新しい広域ブロックスケールで
の土木工学的土地利用計画手法を考案したことに学術的・社会的意義が凝縮されている．本研究はわが国におけ
るグリーンインフラに関する最先端研究の一つであり，その成果が従来の土木工学的土地利用計画手法を更新す
るための参考資料として幅広く活用されることが期待される．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
わが国の年平均降水量は 1,690mm であり，世界の年平均降水量 810mm の約 2 倍もあり，水豊

の国とも言われているほど水の多い国である．しかしながら，降雨の総量を一人当たりに換算す
ると約 5,000m3/人/年となり，世界平均 16,400m3/人/年の 1/3 以下にすぎず，限られた水資源を有
効に使っている．近年，気候変動による極端な降水現象，棚田の放置または畑地化，森林荒廃に
よる水源涵養機能の低下，都市域における不透水層の増加などが水循環に変化を生じさせ，豪雨
による土砂災害と外水・内水氾濫，渇水頻度の増加，汽水・海岸域における水質汚濁など生命の
源である水によって国民の生活が脅かされている．そのため，健全な水循環を維持し，または回
復させ，わが国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与することを目的とした
水循環基本法が 2014 年に施行され，内閣に水循環政策本部が設置された． 
一方，「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」が国の方針として打ち出され，2014 年に

立地適正化計画制度が創設され，土地利用の最適化を目的とした国家プロジェクトが始動した．
加えて，地域に賦存する生態系をグリーンインフラ（以下，GI）として位置付け，GI を活用し
て防災・減災を図る概念（Eco-DRR）が国土形成計画及び国土利用計画に盛り込まれた．現在，
高度経済成長期に一気に進めた社会資本の老朽化問題が顕在化し始めている．今後，生産年齢人
口の減少や超高齢化が進展し，自治体の財政はさらに厳しい状況になるため，既存の社会資本を
すべて更新することは難しく，従来の土木構造物と比べ経済性が高いとされる GI の社会実装が
わが国でも進展すると考えられる． 
そこで申請者は，自然原理に基づき土地利用の最適化を図り，水循環系を再生することがブレ

ークスルーであると考えた．そのためには，わが国の優れた土木技術に GI の概念を取り入れ，
土地利用計画手法を開発することが不可欠であると判断し，本研究課題を提案した． 
 
２．研究の目的 
本研究は，1) 加古川流域，2) 吉野川流域，3) 淡路島の三地域で構成されるエリアを播磨灘ブ

ロックと定義し，同ブロックにおいて水循環基本法に即した土地利用を促進する新しい土木技
術及び土地利用計画手法の開発について検討する．そして，都市・地域計画，生物，環境行政，
教育・文化，農林水産，経済産業などのビッグデータを統合的かつ横断的に分析する景観生態学
的分析手法を用いて，播磨灘ブロックにおいて人と自然の健全な共生モデルを構築し，水循環系
の再生を目的とした土地利用の最適化に関する先進的ブロック政策の提言を目指す． 
 
３．研究の方法 
(1) 播磨灘ブロックの GIS 基盤データ整備：土地利用に関する GIS データを整備し，生態系が

内包する保水・排水能力の経時変化を定量的に把握する．また，国勢調査と農業センサス，
工業統計を加工し，GIS で水需要マップを作成し，水需要の経時変化を把握する． 

(2) 水収支の経時変化の把握：(1)で作成した生態系と土木構造物による保水・排水能力に関する
GIS データと，水需要に関する GIS データを用いて，水収支の経時変化について解明する．
そして，保水・排水能力の観点から既存の GI と土木構造物を量的・質的に評価する． 

(3) 海外調査：イタリア半島南部及びシチリア島，マルタ共和国，ポルトガルのポルト・リスボ
ンにおける自然原理に基づき設計された歴史的な集雨・保雨・配雨技術を調査する．一方，
アメリカのニューヨーク市における先進的な都市型 GI を調査する． 

(4) 土地利用計画手法の案出：(1)〜(3)の結果に加え，水害リスクと公共施設へのアクセシビリテ
ィを踏まえ，GI の設置適地を抽出する．そして，流域・地域間の比較・評価により，水循環
基本法に即した土地利用計画手法を案出する． 

 
４．研究成果 
(1) 利便性指標の導入 

近年増加している内水氾濫等の水害リスクに対し，堤防，水門，ダム等の土木構造物を強
化することは，財政の逼迫により非常に困難である．また，生物多様性や自然環境，景観の
面で悪影響を及ぼす．したがって，Eco-DRR の考え方に基づき，生態系を活用した防災・
減災や，GI による雨水処理システムの活用が求められる． 

GI 設置に対する費用便益比を高めるには，水害リスクの高い地域に設置することが望ま
しい．しかしながら，水害発生地域は土木構造物によるハード対策の実施によって人口や
宅地が集積しており，全てを GI に置き換えることは不可能である．そこで，土地の利便性
を考慮した GI の設置適地の抽出を試みた．利便性指標は，転居時に人々が考慮する項目で
ある，主要社会施設へのアクセシビリティに関する要因 1）をもとに作成した．その結果，
水害リスクが高く利便性の低い地域（以下，地域 A と称す）が，加古川流域では 39.0km2，
吉野川流域では 5.8km2，淡路島では 3.9km2抽出された．なお，地域 A は 7 割程度が既に緑
地であることから，加古川流域では 3.5km2，吉野川流域では 0.5km2，淡路島では 0.1km2の
建物用地に該当する地域で，GI の設置が求められる．また，地域 A 以外においても GI の



設置は必要であり，特に水害リスクが高く利便性の高い地域（以下，地域 B と称す）では，
水害リスクに対して土木構造物を活用した上で，一部を GI に置き換える等の対策を講じる
必要があると考えられた． 

(2) 水循環系の修復 
水害リスクの高い，地域 A・B では，GI を設置することによって，雨水貯留機能や雨水

浸透機能が期待でき，内水氾濫のリスクを減らすことができる．しかしながら，健全な水循
環を実現するためには，地域 A・B に限らず，水害リスクが低く利便性の高い地域（以下，
地域 C と称す），水害リスクが低く利便性の低い地域（以下，地域 D と称す）においても
GI を設置することが望ましい．その理由として，水害リスクの低い地域でも雨水を貯めて
おくことによって，流域治水の考えに即すること，地下浸透を促すことによって，本来ある
べき水循環系に近づくことが挙げられる． 

GI の設置案として，地域 A・D では水田や遊水池の設置及び森林整備を，地域 B・C で
は雨庭の設置や道路の一部を植樹帯に置き換える等を実施することが挙げられる． 

(3) コンパクトシティ形成及び GI 設置による人口誘導 
地域 A に GI を設置するためには，既に居住している人に対して立ち退きを求める必要

がある．地域 A の人口は，加古川流域・吉野川流域・淡路島全てにおいて流域人口の 1%以
下となっており，人口が少ないことから地域 A における人口誘導は比較的容易である言え
る．しかし，地域 B や地域 C と比較して，第一次産業従事者や過去の郊外住宅開発等によ
り 2）高齢者の割合が高いことから，移動が困難である人が存在すると考えられる．このこ
とから，一律に人口誘導するのではなく，居住継続に対しての柔軟な対応が求められる．ま
た，地域 D に関しては，水害リスクは低いものの，コンパクトシティ形成のために立ち退
きを求めなければならないと考えられる．その場合も地域 A 同様，柔軟に対応し，立ち退
き後のスペースを GI に置き換えることが求められる． 

(4) 地域間比較 
本研究では，加古川流域と比較した際，吉野川流域や淡路島では，地域 A に該当する面

積が少ないという結果が得られた．その理由として，地域特性の違いが考えられる．土地利
用，産業構造，人口の全ての項目において，加古川流域，吉野川流域と淡路島では地域特性
に明確な違いが確認され，特に人口では 1955 年以降人口が減少している吉野川流域及び淡
路島に対し，加古川流域では 1995 年まで人口が増加していたことが確認された．また，1955
年以降，吉野川の下流域では徳島市，松茂町，北島町，藍住町で，中流域では石井町で人口
が増加したが，その他の市町村では全て減少していた． 

一方，1995 年以降，加古川の下流域では全市区町で，中流域では多可町と西脇市を除く
全ての市で人口が増加していることが確認された．このことから，加古川流域では高度経
済成長期以降スプロール化が進行しており，吉野川流域ではスプロール化の傾向が見られ
なかったと言える．その一方で，吉野川流域では既に徳島市周辺の市町に人口が集中して
おり，コンパクト化が進行していると考えられる． 

スプロール化していない地域でコンパクトシティ形成及び GI 設置に伴う人口誘導を実
施すると，すでにコンパクトになっているために山間部において過疎化が進行，集落やそ
の土地の文化，歴史が消滅する恐れがあると考えられる．このことから，加古川流域のよう
にスプロール化が進行していると考えられる地域では，今回の土地利用計画手法が適用可
能であるが，吉野川流域や淡路島のようにスプロール化の傾向が見られない地域では，今
回の手法で GI 設置適地を抽出し，立ち退きを要請することによるコンパクトシティ形成は
困難であると考えられる． 

本土地利用計画では，傾斜が15度未満である平地の土地利用の改善を検討した．しかし，
吉野川流域や淡路島等では適用困難であり，水害リスクに対して，平地だけの対策では限
界がある．加えて，加古川流域の 63%，吉野川流域の 81%，淡路島の 56%を森林が占めて
いることから，本土地利用計画では，広範囲での森林整備及び林相改善が求められる．森林
の質を向上させることにより，1)降雨遮断，2）保水貯水量の増加，3）貯留時間の増加が期
待でき，流域治水の考え方に基づいた水害対策が実現できると考えられる．- 
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